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１．実施事業の概要
　鳴門教育大学教員教育国際協力センター（以下「セ
ンター」）では，特別教育研究経費（高度な専門職業人
の養成や専門教育機能の充実）を得て，平成２０年度
より平成２２年度まで３年間にわたり，次のような目標
のもとに３件の事業を実施した．平成２２年度は，最
終年度に当たるため事業実施に加えて，学内外の有識
者による事業評価をも併せて実施した．なお事業の詳
細については，センター事業実施報告書（平成２３年
３月）を参照のこと．
①国際教育協力の更なる組織化及び効率化のための国
際教育協力の計画・実施・評価に関する研究の推進．
②学生，大学院生及び地域への国際協力経験の還元及
び国際化に対応できる教員の養成をねらいとする国
際教育カリキュラムの開発
③シニア人材養成を通した社会貢献
２．国際教育協力の更なる組織化及び効率化のための国
際教育協力の計画・実施・評価に関する研究の推進
　平成２２年度の研究は３件（他の研究誌に発表された
１件を含む）であり，「その他」とした最初の１件を除
いて，国際教育協力の実施及び評価に関するものが各
１件見られる．２件の調査は，フォローアップに関す
るもの１件及び評価とフォローアップに関するもの１
件であり，両者ともに研修のフォローアップがねらい
の一つとなっているという点では共通している．この
ような成果をもとに，研修の事前事後における調査及
びフォローアップのあり方，具体的な短期的及び長期
的成果，その自立発展性と教師教育上の意義等につい
ての知見が蓄積された．このような知見の蓄積をもと
に，研修員のレディネスや環境などに配慮したコース
プランニングとその実施，研修の成果の現地における
自立発展性の担保を考慮した評価とフォローアップな
ど，受け入れ研修の計画・実施・評価に関する具体的
で実践的な枠組みが構築された．
３．学生，大学院生及び地域への国際協力経験の還元
及び国際化に対応できる教員の養成をねらいとする
国際教育カリキュラムの開発
３．１　学生，大学院生及び地域への国際協力経験の還元
３．１．１　「鳴門教育大学国際教育オープンフォーラ
ムインターナショナルフェスタ徳島２０１０〜国際
理解教育の姿を探る〜」の開催
　平成２２年１２月２３日㈭午前９時より午後４時まで，を
あわぎんホール（徳島県郷土文化会館）４階大会議室に
おいて開催した．その趣旨は，「国際理解教育の実践者，
国際協力機関・団体，教員養成機関関係者をはじめとし
て国際理解教育に関心を抱く人々が，それぞれの背景や
興味・関心及び実践などを通して眺めている国際理解
教育の姿を共有するとともに，立場や背景を越えて，
今後の国際理解教育のあるべき姿や枠組みについて考
える」ことにある．本フォーラムの成果は，様々な内
容を含む国際理解教育に共通する枠組み及び学びのあ
りようについて参加者間で共有されたことである．ま
た，継続的な国際理解教育に関するセミナー，公開講
座などの実施を通して，より効果的な国際理解教育の
推進をするべく，新たな方策を講じる必要があること
が，今後の課題として明らかとなったことなどである．
　３．１．２　県・大学連携による教職員研修
　参加型の手法を用いた世界の国々の現状理解を通し
て外国語活動や総合的学習の時間等の背景となる国際
理解教育の指導力向上を図ることを目的として，セン
ター所員と JICA 国際協力推進員が講師となり，「国際
理解教育入門　教室のなかから世界へ」を，平成２１
年８月２４日に鳴門教育大学で実施した．
３．１．３　国際化に対応できる教員の養成をねらい
とする国際教育カリキュラムの開発
　平成２０・２１年度の事業の成果を踏まえて提言され
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た構想をもとに，センター及び国際教育コースの教育
研究活動の体系的及び有機的関連性を考慮しながら，
国際教育カリキュラムをさらに精緻化していくことを
試みた．その一つの成果として，これまでの本学の国
際教育に関する取り組みをリソースとする国際教育協
力を基軸とし国際化に対応できる教育人材を養成する
ことをねらいとする国際教育コースカリキュラムの改
訂案を国際教育カリキュラムの一つの具体的な姿とし
て提示した．２３年度には，授業改善のため提案した授
業の一部について試行的に実施する予定である．
４．シニア人材養成を通した社会貢献
　平成２０年度から２２年度にかけて入学者数は２名，
修了者数はわずか１名であった．そのため，平成２４
年度実施を目指して，募集対象者に関するこれまでの
要件を全廃するとともに，カリキュラム内容を全面的
に改定して言語的・文化的多様性への対処能力に優れ，
同時に実務能力を含めた国際教育協力に必要とされる
能力を備えた国際教育協力の専門家を養成するべく準
備を進めている国際教育コースの教育の充実を全面的
に支援した．３．１．３において述べたコースカリキュ
ラムの改定案も，その支援活動の一つである．
５．その他の事業
５．１　途上国研修の受け入れ
　平成２２年度には，４件の研修を JICA から受託し，
実施した（平成２３年１月現在）．研修対象国・地域は，
大洋州地域，フランス語圏アフリカ諸国，ケニアなど
のアフリカ諸国及びアフガニスタンである．研修参加
者は４６名であり，研修の延べ日数は１１０日とこれま
でに比べて１〜２カ月程減少している．契約金額の総
額は，約１，２００万円となっている．ただ，平成２２年
度には，ケニア国別研修が新たに始まり，この研修は
向こう３年間継続して実施される予定である．研修内
容は，総じて，理数科分野における生徒中心型の授業
実践をねらいとする授業改善を，授業研究を主な手法
として校内研修あるいは学校クラスター研修を通して
実現することをねらいとしたものが多い．研修参加者
は，それぞれの研修目的に応じて異なっているが，対
象国・地域の現職教員及び学校管理職，教員養成校教
員及び管理職，指導主事及び教育行政官など，ほぼす
べての教育関係者を網羅している．
５．２　専門家派遣
　平成２２年度には，センター所属教員１名を次に示す
ようなアフガニスタン国教師教育強化プロジェクト
フェーズ２（STEP ２）の業務を実施するため３回（合
計３．５ヶ月）にわたり短期専門家として派遣した．業
務は主に開発した教師用指導書の効果判定，教員養成
校教材に関するワークショップ及び活用状況調査など
である．
６．学内外の有識者による事業評価
　平成２０年度から２２年度の３年間にわたる事業評価
を鳴門教育大学教員教育国際協力センター事業評価会
議（学外構成員によるもの：平成２３年３月４日㈮及
び学内構成員によるもの：平成２３年３月２２日㈫）を
組織して実施した．同会議で得た評価・意見結果に基
づき，同会議議長を中心に鳴門教育大学教員教育国際
協力センター兼務教員が以下のように取りまとめた．
　なお，その詳細は，同会議報告書（平成２３年４月）
を参照のこと．
事業１：「国際教育協力の計画・実施・評価に関する
研究」についての評価結果
　「３」：［目標の達成や事業の持続・発展にとって］
相応である．
事業２−１：「国際教育協力経験の学内及び地域への
還元」についての評価結果　
「３」：［目標の達成や事業の持続・発展にとって］
相応である．
事業２−２：「事業２−２　国際教育カリキュラムの
開発」についての評価結果
「３」：［目標の達成や事業の持続・発展にとって］
相応である．
事業３：「シニアボランティアをはじめとする国際教
育協力人材の養成」
　「３」：［目標の達成や事業の持続・発展にとって］
相応である．
・総合評価平均値
　「３」：［目標の達成や事業の持続・発展にとって］
相応である．
